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目的
SNDの市民参加型の海洋保護区管理が市民生活や自然環境の改善にどれだけ役立

ち、どのような課題を残しているのかについて、次の4点を通して調査する。

1.フィリピンのスルタン・ナガ・ディマポロにある問題の同定。

2.諸問題に対して実際どのような活動が行われているのかを把握。

3.活動導入後の生活環境の変化を評価。

4.活動の成果及び問題点を抽出し今後の課題を分析。

方法
1. 文献レビュー（査読論文、学術書籍、事業実施計画書、報告書など）

2. 現地調査（2010年3月2日－7日および2011年3月21日－25日）

i. 住民へのアンケート調査（会議参加者25名）

ii. 事業実施利害関係者へのインタビュー調査

3. 1と2の結果をDPSIR（Driver, Pressure, Stress, Impacts and Response）枠組み1,2,3,4に組み込み、

現時点での事業の効果と今後の事業課題を分析。
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1）事業実施前後の市民の生活状況

生活環境の変化
1）生活の向上、2）収入の向上、3）漁獲高の向
上、4）市民の能力や意識の向上、5）宗教間の

対立意識の軽減が事業の導入の成果としてあ
げられる。
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2）事業実施後の収入変化と増加率

3）漁獲高の向上
「マングローブ植林や違法漁業監視などの活動開始以
降、海洋公園の周りで魚が沢山とれるようになり、遠くま
で漁に出る必要がなくなった。」（45歳 男性）
→漁獲高向上に加え、遠方まで漁に出ないことで、燃料
負担や労働時間の改善につながった。

4）市民の能力や意識の向上
「マングローブを切るときに許可を申請するようになっ
た。」（58歳 男性、44歳 女性）
→事業導入前はマングローブの不法伐採が行われてい

たが、事業導入後、マングローブを伐採する際には許可
申請をする必要があるという認識が根付いた。

5）宗教間の対立意識の軽減
「2008年にイスラム武装勢力による襲撃が沿岸域全域

に起こった時、キリスト教の指導者をイスラム教の住民
がかくまう行為があった。」（44歳 男性）
→ゴミ拾いやマングローブ植林の活動にイスラム教とキ
リスト教の市民が参加することで共同意識が高まった。
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考察
沿岸域の諸問題の解決策として、これまで分野横断的に陸域対策も含めた統合沿岸
域管理5,6や海洋保護区管理7に、利害関係者が積極的に参加していくことが提唱され
ている8,9。SNDでは、現地の問題に応じた市民参加型海洋保護区の管理活動を導入し

た結果、事業開始前にあった法的拘束力や教育レベルの低さ、宗教対立、貧困に起因
する違法漁業やマングローブ林の違法伐採・開墾などの環境問題に対する社会状況
や住民意識の肯定的な変化が見られた。具体的には、生活の向上、収入の向上、漁
獲高の向上、市民の能力や意識の向上、宗教間の対立意識の軽減などがあげられる。
一方、事業の継続性に関する懸念、事業の評価方法に対する課題、包括的な気候変
動対策の必要性などの課題が残っていることが分かった。

結語
地域のニーズに見合った利害関係者参加型の自然資源管理は、管理の定期的な見直
しを行う適応型管理手法を取り入れることで、自然保護や市民生活の改善に一層効果
をあげる。SNDの活動は、沿岸域の環境問題にある程度対応しているものの、まだ改

善の余地があり、適応型管理手法を強化していく必要がある。そのためには、定期的
なモニタリング、定量的な調査記録の保管、利害関係者との共同を通した活動の継
続性確保などを推進していくことが不可欠である。また、現地で懸念されている
気候変動の影響に適応していくために、気候変動適応策の優先順位付け10（貧困削減、
代替収入源確保によるリスクの分散、共有資源を管理する権利の尊重、集約的な安全
の確保の強化）に関する活動を推進していくことも求められている。
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フィリピンのミンダナオ島、ラナオデノルテ州、スルタン・
ナガ・ディマポロ（SND）地区はマングローブ林やサンゴ

礁をはじめとする海洋生物多様性の宝庫である。特にマ
ングローブ林は、海洋生物の繁殖地・避難所、零細漁民
の食料と収入の場、近隣住民の薪や柵など地域に重要
な生態系サービスを提供している。しかしSNDでは、貧困

や宗教紛争が慢性化し、海洋資源の過剰搾取や汚染な
どが問題となっていた。マングローブの焼き払いや伐採、
ダイナマイト・シアン化物・目の細かい網を使った漁業、
廃棄物投棄などがそれである。こうした問題の解決策と
して、NGO団体である LAFCCOD （ Lanao Aquatic and
Marine Fisheries Centre for Community Development）が
海洋保護区の統合的市民参加型管理を2002年からはじ
めた。アジア太平洋環境開発フォーラム（APFED）は2010
年2月～2012年2月までLAFCCODの事業支援し、IGESが
実際どのような活動が行われているかの調査を行ってい
る。
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